
１ 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法
　　　建物の減価償却は定額法によっている。
（２）退職給付引当金の計上基準について
　　　退職時の支給見込額を均等割によって計上している。
（３）リース取引の処理方法
　　　通常の賃貸借取引によっている。
（４）消費税等の会計処理
　    税込経理によっている。

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
（単位：円）

３ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

 

４ 補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高
（単位：円）

財務諸表に対する注記

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
基本財産 10,000,000 10,000,000

小　　　計 10,000,000 10,000,000

特定資産
互助事業基金 6,400,000 6,400,000

殉職者遺家族援護事業基金 1,103,025 130 1,103,155

退職者給付引当資産（積立金） 886,246 98,000 984,246
減価償却引当資産（積立金） 2,116,603 245,735 2,362,338

支援費準備積立金 5,400,000 5,400,000

公益目的事業基金 57,230,000 57,230,000

殉職者慰霊社改築等積立金 4,000,000 1,382,400 2,617,600
女性消防団員活性化事業基金 1,500,000 200,000 1,300,000

小　　　計 78,635,874 343,865 1,582,400 77,397,339

合　　　計 88,635,874 343,865 1,582,400 87,397,339

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地　 2,719,321 2,719,321
建物 12,273,813 6,130,413 6,143,400

合　　　計 14,993,134 6,130,413 8,862,721

　

2,866,000 2,866,000

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

100,000

 
1,801,000 1,801,000
2,678,000

〃

合　　　計 7,945,000 7,945,000

100,000
500,000

交付者補助金等の名称

新潟県
日本消防協会

〃 2,678,000

新潟県消防協会事業補助金
日消消防研修等事業助成金
日消福祉増進事務助成金

日消慰霊祭事業助成金
日消操法大会助成金 〃 500,000


